
令和７年度事業計画 

１ 法定検査事業（公益目的事業１） 

(1) 法定検査事業 

① 法定検査の推進 

ア 令和７年度の検査目標基数は、７条検査については５,０００基、１１条検査につい

ては１８２,０００基、受検率６５％程度に設定する。 

イ 法定検査の結果、不具合が認められる浄化槽（保守点検業者等に情報提供を

行う対応レベル０）については、保守点検業者等に適切な改善策を提案し、早

期改善を図るとともに、引き続き改善策についての調査研究を行い、改善率の

向上に努める。 

ウ 検査結果の判断基準の統一や精度管理の徹底により、法定検査の信頼性の  

向上を図る。 

エ 検査員・指定採水員を５名採用する。 

  

② 検査員等の技術力の向上及び業務改善 

検査員や指定採水員の技術力の向上等を図るため、研修会の実施や各種講習会

等への参加を行うとともに、業務改善を積極的に進める。 

 

③ 法定検査の啓発 

ア 効率化検査制度については、リーフレットを活用し、浄化槽管理者に分かり

やすく説明するとともに、ホームページにも掲載し、啓発を図る。 

イ 法定検査の必要性について、市町村広報誌等への掲載依頼やリーフレットの

活用により啓発を行うとともに、保守点検業者等と連携し維持管理の重要性等

についても啓発を図る。 

 

④ 不適正浄化槽の改善及び受検拒否者対策の推進 

ア 検査の結果、不適正と判定された浄化槽の原因究明や不具合状況の所見の明

確化等に努め、迅速に改善されるよう浄化槽関係業者（浄化槽メーカー、工事

業者、保守点検業者及び清掃業者）との連携を図る。 

イ 鹿児島県浄化槽指導監督要領に基づき、行政に対して不適正浄化槽の原因や

受検拒否の状況について具体的な報告を行う。 

ウ 行政と連携して特定既存単独処理浄化槽の除却等、不適正浄化槽の改善や  

継続した受検拒否者対策に取り組む。 

 

⑤ 未収金回収の徹底 

ア 検査手数料については、令和８年度からの非現金化に向けアプリ決済や口座

振替等による納入方法の周知に務め、回収率の向上と収納事務の効率化を図る。 

イ 未収金については、再請求と督促を行い、検査実施後から２年経過する未収

金については、弁護士事務所に委任して回収に努める。 

 



⑥ 将来計画の検討  

ア 令和７年度以降の受検率向上を目指し、検査員・指定採水員の採用について

は、検査対象基数の動向等を踏まえ計画的に実施する。 

イ 職員の育成や働き易い職場環境に重点を置いた組織体制を構築するため、駐

在事務所の在り方や配置先について再考し、業務運営の健全化を考慮した将来

計画を検討する。 

ウ 検査基数の増加に伴うＢＯＤ分析装置の購入計画と分析室の受入体制を整備

し、災害時対応等を踏まえた外部への委託数について検討する。 

 

⑦ 浄化槽台帳の整備 

 保守点検業者や行政と連携して電子申請等による浄化槽台帳への追加と更新

を随時行い、精度の高い浄化槽台帳の整備を図る。 

 

⑧ 浄化槽情報共有システム等の整備 

ア 情報共有システムについては、保守点検業者及び行政からの要望に応じて操

作性の向上と機能を充実させるため、県と協議しながら整備を図る。 

イ 保守点検業者向けの維持管理システムについては、サポート体制の維持及び

セキュリティの強化等を図るために開発した改良版の運用を開始する。 

ウ 法定検査業務の効率化のために導入している検査支援システムの改修を適宜

行う。 

エ 電子決裁システムによる業務の効率化とペーパーレス化を推進する。 

オ システム維持に係るコスト軽減や災害時対応等を踏まえ、バックアップ体制

について検討するとともに、引き続きランサムウェアの感染防止等セキュリテ

ィ対策の強化を図る。 

 

(2) 生活排水調査等の推進 

法定検査等により蓄積したデータを生かし、市町村等からの水質調査等の依頼

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 浄化槽普及啓発・適正化推進事業（公益目的事業２） 

(1) 浄化槽の普及啓発 

① 浄化槽の普及促進及び啓発 

ア 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と連携して、浄化槽の新規設置者に浄化槽

の適正な使用方法や保守点検・清掃、法定検査の重要性等を記載した「浄化槽

のしおり」や保存ファイルを配布し、浄化槽管理者の浄化槽に対する理解の促

進を図る。 

イ 単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽への転換を促進するため、

市町村及び管理業会員と連携して、リーフレットを作成・配布し、転換の必要

性や市町村の補助事業等の周知を図る。 

ウ 行政及び支部と協力して県内各地のイベント等に浄化槽コーナーを出展し、

生活排水処理の重要性や合併処理浄化槽の役割、維持管理の必要性等について

理解の促進を図る。 

エ 小・中学校等において、水環境の保全や生活排水対策の必要性、浄化槽の役

割等についての環境学習出前講座を実施し、未来を担う子どもたちの環境意識

の醸成に寄与するとともに、地域における浄化槽の認知度向上を図る。 

 

② 浄化槽に関する情報の収集、提供 

ア 県内の生活排水対策の現状や浄化槽整備に係る補助事業等をまとめた冊子

「かごしまの生活排水対策（令和７年度版）」を発行し、県、市町村及び浄化

槽関係業者に提供する。 

イ 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会とともに、会報誌「浄化槽かごしま」を定

期的に発行し、県、市町村及び浄化槽関係業者等に浄化槽に関する最新の情報

の提供や活動状況の発信を行う。 

ウ ホームページを随時更新し、浄化槽の各種手続きや正しい使い方等の情報を

県民及び浄化槽関係業者等に提供する。 

 

(2) 浄化槽の適正化推進 

① 浄化槽に関する講習会、研修会等の開催 

ア 浄化槽設備士及び浄化槽管理士等を対象とした技術研修会を支部と協力して

開催し、関係業者の技術力の向上を図る。 

イ 浄化槽設備士試験の受験予定者を対象とした浄化槽設備士試験準備講習会

を開催し、浄化槽設備士の養成に努め、浄化槽工事の適正化推進を図る。 

ウ 浄化槽管理士を対象とした浄化槽維持管理技術研修会を開催するとともに、

保守点検業者の研修会に職員を派遣し、最新の浄化槽の維持管理技術や水質改

善手法等についての知識や技術の共有を図り、浄化槽維持管理の適正化推進を

図る。 

エ 浄化槽法及び浄化槽保守点検業者登録条例により、保守点検業者に所属する

浄化槽管理士に受講が義務付けられている浄化槽管理士研修会を県及び関係団

体と連携して開催し、新たな知識や技術の習得など浄化槽管理士の資質の向上



を図る。 

オ 日本環境整備教育センター主催の浄化槽技術管理者講習会を開催し、浄化槽

維持管理技術者の養成に努め、浄化槽維持管理の適正化の推進を図る。 

 

② 浄化槽に関する調査研究、相談及び助言 

ア 浄化槽関係業者、市町村等行政及び県民からの浄化槽に関する質問や技術的

相談に対応し、浄化槽の普及及び適正化の推進を図る。 

イ 浄化槽を取り巻く課題について調査研究し、関係機関等と協議しながら、浄

化槽の普及及び適正化に向けた取り組みを推進する。 

 

③ 浄化槽関係業者の指導育成 

浄化槽に関する県民等からの問い合わせや苦情に対応し、必要に応じて浄化槽

関係業者を指導し育成を図る。 

 

④ 関係行政機関及び関係団体との連携 

ア 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と連携して、県及び県選出国会議員に浄化

槽関連予算の確保や浄化槽の維持管理助成制度の拡充等の要望を行う。 

イ 支部と連携して、市町村に合併処理浄化槽への転換促進や浄化槽の維持管理

助成制度の拡充等の要望を行う。 

ウ 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会の事務局を担当し、市町村における浄化槽

の整備推進や適正化に関する協議を行うとともに、浄化槽担当者研修会を開催

し、浄化槽による生活排水対策の推進を支援する。 

エ 市町村における浄化槽設置整備事業等を支援するとともに、維持管理負担軽

減事業等の情報の収集及び提供に努める。 

オ 環境省の「浄化槽システムの脱炭素化推進事業」について、補助制度や事業

の効果等を浄化槽設置者へ周知するとともに、申請手続きの支援を行い、事業

の推進を図る。 

 

⑤ その他の事業 

県との災害時支援協定に基づき、本県における大規模災害発生時に浄化槽の点

検・復旧等に関する支援を行うとともに、昨今の災害状況を踏まえた支援につい

て情報収集及び検討を行う。 

 

 

３ 浄化槽機能保証事業（公益目的事業３） 

浄化槽に機能異常が発生した場合に、設置者保護の観点から必要に応じた措置

を確保するため、全国浄化槽団体連合会で制度化されている「浄化槽機能保証制

度」を推進し、浄化槽に対する県民の信頼と安心・安全の確保を図る。   

 


